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令和４年度新座市公共下水道事業会計決算審査意見 

 

Ⅰ 審査の概要 

１ 審査の対象 

令和４年度新座市公共下水道事業会計決算 

 

 ２ 審査の主な実施内容及び着眼点 

この決算審査に当たっては、市長から送付された決算書類が、公共下水道事業の経

営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、証

拠書類との照合等のほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。 

なお、予算執行及び事業の経営管理は、適法かつ効率的に運営されているか等を主

眼として審査した。 

 

３ 審査の期日 

令和５年７月１０日、同年８月１日及び同月３日 

 

Ⅱ 審査の結果 

１ 決算書類について 

審査に付された決算書類は、公共下水道事業の経営成績及び財務状態を適正に表示

していると認められた。 

 

２ 予算の執行状況 

  収益的収入及び支出 

ア 収益的収入 

区　分 予算額 決算額
予算額に対する

決算額の増減
収入率 構成比

営 業 収 益 2,169,585,000 2,149,285,675 △ 20,299,325 99.06 58.92

営 業 外 収 益 1,494,398,000 1,498,222,120 3,824,120 100.26 41.07

特 別 利 益 1,000 241,779 240,779 24,177.90 0.01

計 3,663,984,000 3,647,749,574 △ 16,234,426 99.56 100.00

（単位：円、％）

 

収益的収入の決算額は 3,647,749,574 円で、予算額に対して 99.56％の収入率

となり、16,234,426 円下回っている。 

決算額と予算現額の差の主なものは次のとおりである。営業収益においては、

他会計負担金が 15,326,733 円下回った。営業外収益においては、長期前受金戻

入が 3,689,343 円上回った。また、特別利益においても、過年度損益修正益が

240,779 円上回った。 
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イ 収益的支出 

区　分 予算額 決算額 不用額 執行率 構成比

営 業 費 用 3,061,913,000 2,982,726,011 79,186,989 97.41 94.36

営 業 外 費 用 215,314,000 178,086,458 37,227,542 82.71 5.63

特 別 損 失 1,000,000 392,903 607,097 39.29 0.01

予 備 費 19,652,000 0 19,652,000 0.00 0.00

計 3,297,879,000 3,161,205,372 136,673,628 95.86 100.00

（単位：円、％）

 

収益的支出の決算額は 3,161,205,372 円で、予算額に対して 95.86％の執行率

となっている。 

不用額 136,673,628 円のうち、主なものは次のとおりである。営業費用におい

ては、流域下水道維持管理負担金の負担金 64,233,888 円、汚水管渠費の委託料

5,997,677 円となったが、資産減耗費の固定資産除却費は予算額を 3,902,634 円

上回った（地方公営企業法施行令第 18 条第 5 項により、現金の支出を伴わない

経費の支出については、予算の超過支出を認めている。）。営業外費用においては、

消費税及び地方消費税 28,060,700 円である。また、特別損失においては、過年

度損益修正損 607,097 円である。 

 

  資本的収入及び支出 

ア 資本的収入 

 

区　分 予算額 決算額
予算額に対する

決算額の増減
収入率 構成比

企 業 債 1,250,300,000 669,000,000 △ 581,300,000 53.51 80.80

補 助 金 125,700,000 85,400,000 △ 40,300,000 67.94 10.31

出 資 金 35,961,000 35,961,244 244 100.00 4.34

負 担 金 7,380,000 26,238,710 18,858,710 355.54 3.17

分 担 金 120,000 11,210,840 11,090,840 9,342.37 1.36

長 期 貸 付 金
償 還 金

162,000 192,000 30,000 118.52 0.02

そ の 他
資 本 的 収 入

1,000 26,100 25,100 2,610.00 0.00

計 1,419,624,000 828,028,894 △ 591,595,106 58.33 100.00

（単位：円、％）

 

資本的収入の決算額は 828,028,894 円で、予算額に対して 58.33％の収入率と

なり、591,595,106 円下回っている。 

その主な要因は、負担金の受益者負担金が 18,858,710 円、分担金の下水道事

業分担金が 11,090,840 円上回ったが、企業債が 581,300,000 円、補助金の国庫

補助金が 40,300,000 円下回ったことによる。 
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イ 資本的支出 

区　分 予算額 決算額 翌年度繰越額 不用額 執行率 構成比

建 設 改 良 費 1,607,872,000 953,978,626 207,962,300 445,931,074 59.33 46.77

企 業 債 償 還 金 1,085,759,000 1,085,758,228 0 772 100.00 53.23

長 期 貸 付 金 500,000 0 0 500,000 0.00 0.00

予 備 費 2,659,000 0 0 2,659,000 0.00 0.00

計 2,696,790,000 2,039,736,854 207,962,300 449,090,846 75.64 100.00

（単位：円、％）

 

資本的支出の決算額は 2,039,736,854 円で、予算額に対して 75.64％の執行率

となっている。 

不用額 449,090,846 円の主なものは、雨水排水ポンプ場等整備負担金の負担金

271,398,388 円、汚水管渠整備費の工事請負費 75,509,900 円である。 

なお、新座市公共下水道野火止中央幹線工事では、他企業との協議及び新型コ

ロナウイルス感染症の影響により準備工に時間を要したことから工期を延長し、

建設改良費 137,962,300 円の繰越し、新座市公共下水道野火止中央幹線工事に伴

う附帯工事並びに新座市公共下水道道場一丁目地内雨水枝線工事その２では、新

型コロナウイルス感染症の影響により準備工に時間を要したことから工期を延長

し、それぞれ同費 35,000,000 円の繰越しを行った。 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 1,211,707,960 円は、過年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 8,507,700 円、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 67,066,241 円、過年度分損益勘定留保資金 122,814,560 円、

当年度分損益勘定留保資金 401,677,122 円及び減債積立金 611,642,337 円で補塡

されている（4－⑵－イ補塡財源の状況参照）。 

 

３ 業務実績について 

  

区　分 単位 4年度 3年度 増減 増減率（％）

行 政 区 域 内 人 口 人 165,611 165,741 △ 130 △ 0.08

処 理 区 域 内 人 口 人 161,184 161,250 △ 66 △ 0.04

処 理 区 域 面 積 ha 1,497.7 1,496.4 1.3 0.09

普 及 率 ％ 97.3 97.3 0.0 －

接 続 戸 数 戸 75,437 74,260 1,177 1.58

水 洗 化 人 口 人 158,923 158,897 26 0.02

水 洗 化 率 ％ 98.6 98.5 0.1 －  

   本年度の業務実績は、別表 3「業務実績比較表」のとおりである。処理区域内人

口は、前年度と比較して 66 人減少し、161,184 人、普及率は、前年度と変わらず

97.3％となっている。接続戸数は、前年度と比較して 1,177 戸増加し、75,437 戸
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となっている。水洗化人口は、前年度と比較して 26 人増加し、158,923 人、水洗

化率は前年度より 0.1％増加して 98.6％となっている。 

 

４ 経営状況 

  経営成績について 

区　分 4年度 3年度 増減額 増減率

営 業 損 益 △ 904,843,760 △ 1,099,199,287 194,355,527 17.68

経 常 損 益 413,653,601 500,469,545 △ 86,815,944 △ 17.35

当 年 度 純 損 益 413,516,161 501,562,160 △ 88,045,999 △ 17.55

（単位：円、％）

 

本年度の経営成績は、別表１「比較損益計算書」のとおり、下水道事業収益が

3,505,637,370 円、下水道事業費用が 3,092,121,209 円で、差引き 413,516,161 円

の当年度純利益を計上している。 

この結果、当年度未処分利益剰余金 1,372,980,498 円が発生している（別表 5 比

較貸借対照表参照）。 

当年度純損益は、前年度と比較して 88,045,999 円（17.55％）減少している。こ

の要因は、下水道事業費用が 244,597,619 円（7.33％）減少し、下水道事業収益が

332,643,618 円（8.67％）減少したためである。下水道事業収益が減少した主な要

因は、長期前受金戻入が 240,679,301 円（16.25％）減少したためである（別表１

「比較損益計算書」参照）。長期前受金戻入の減少は、耐用年数を迎えた固定資産

が多く生じたことによるものである。 

 

ア 経済性について 

 

区　分 4年度 3年度 増　減

営業利益

経営資本

営業収益

経営資本

営業利益

営業収益

算　式

経営資本対営業利益率（％） ×100 △ 1.69 △ 2.02 0.33

経 営 資 本 回 転 率 （ 回 ） 0.04 0.04 0.00

営業収益対営業利益率（％） ×100 △ 45.08 △ 54.22 9.14

 

注） 経営資本＝（期首資産＋期末資産）÷2 

※ 期首資産及び期末資産は、それぞれ資産合計から建設仮勘定及び投資資産を除いた額 

 

経営資本対営業利益率は、公営企業に投下された資金（資本）に対して、ど

れだけの利益が発生しているのか経済性を総合的に表すもので、本年度は、前年

度と比較して 0.33 ポイント増加している。この主な要因は、分母の経営資本が

776,816,626 円（1.43％）減少したためである。 
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経営資本回転率は、投下資本に比較し、どれだけの収益を上げているのか営

業活動の経済性を見るもので、本年度は、前年度と変わらず 0.04 回であった。 

営業収益対営業利益率は、事業本来の営業活動による営業収益に対して、ど

れだけの利益が発生しているのかを表すもので、前年度と比較して 9.14 ポイン

ト増 加し てい る 。 この 主な 要因 は 、 分子 の営 業利 益が 194,355,527 円

（17.68％）増加したためである。 

 

イ 収益性について 

 

区　分 4年度 3年度 増　減

総収益

総費用

算　式

総 収 支 比 率 （ ％ ） ×100 113.37 115.03 △ 1.66

経常収支比率（％）
営業収益＋営業外収益

×100 113.38 115.00 △ 1.62
営業費用＋営業外費用  

総収支比率は、費用（下水道事業費用）が収益（下水道事業収益）によって

どの程度賄われているかを表すもので、高いほど利益率が良いことを表し、

100％未満であることは損失が生じていることを意味する。本年度は、前年度と

比較して 1.66 ポイント減少し、113.37％となっている。この主な要因は、分母

である総費用（下水道事業費用）が 244,597,619 円（7.33％）減少したが、分子

である総収益（下水道事業収益）も 332,643,618 円（8.67％）減少したためであ

る。 

経常収支比率は、経常費用（営業費用＋営業外費用）が経常収益（営業収益

＋営業外収益）によってどの程度賄われているかを表すもので、高いほど経常利

益率が良いことを表し、100％未満であることは経常損失が生じていることを意

味する。本年度は、前年度と比較して 1.62 ポイント減少し、113.38％となって

いる。この主な要因は、分母の営業費用が 214,736,770 円（6.87％）減少したこ

とにより、分母全体で 244,553,814 円（7.33％）減少したが、分子の営業外収益

が 310,988,515 円（17.19%）減少したことにより、分子全体も 331,369,758 円

（8.64％）減少したためである。 
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ウ 使用料単価と汚水処理原価 

 

区　分 4年度 3年度 増　減

使 用 料 単 価 89円35銭 89円06銭 0円29銭

汚 水 処 理 原 価 88円61銭 87円59銭 1円02銭

差 引 0円74銭 1円47銭 △ 0円73銭

経 費 回 収 率 （ ％ ） 100.84 101.68 △ 0.84  

注） 使用料単価＝下水道使用料÷年間有収水量 

   汚水処理原価＝汚水処理費（公費負担分を除く）÷年間有収水量 

   経費回収率＝下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100 

 

本年度は、前年度と比較して、使用料単価が 0 円 29 銭増加し、汚水処理原価

は 1 円 02 銭増加している。この結果、本年度の使用料単価は汚水処理原価を 0

円 74 銭上回った。 

経費回収率は使用料で回収すべき経費がどの程度賄われているかを表すもの

で、使用料水準等を評価する指標である。100％以上で回収すべき経費が全て使

用料で賄われていることを意味する。本年度は、前年度と比較して 0.84 ポイン

ト減少し、100.84％となっている。経費回収率が減少した主な要因は、分母であ

る汚水処理費（公費分担分を除く）が 15,956,531 円（1.12％）減少したが、分

子である下水道使用料も 28,165,732 円（1.94％）減少したためである。 

 

エ 下水道使用料の収入状況 

年　度
調定又は

未納繰越額
収入済額 未収金 不納欠損額 収入率

28 年 度 58,859 58,859 0 0 100.00

29 年 度 1,756,574 234,583 1,521,991 1,518,795 13.35

30 年 度 1,685,916 386,419 1,299,497 0 22.92

元 年 度 1,756,810 372,476 1,384,334 0 21.20

2 年 度 1,990,307 450,451 1,539,856 0 22.63

3 年 度 295,524,967 294,051,083 1,473,884 0 99.50

過 年 度 計 302,773,433 295,553,871 7,219,562 1,518,795 97.62

4 年 度
（ 現 年 度 ）

1,564,080,408 1,267,286,628 296,793,780 0 81.02

計 1,866,853,841 1,562,840,499 304,013,342 1,518,795 83.72

（単位：円、％）

 

注 1） 現年度未収金 296,793,780 円のうち、令和 5 年 2、3 月調定分は 255,537,459 円で、

86.10％を占めている。 
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収入状況の年度別実績は、別表 4「下水道使用料の収入状況」のとおりである。 

現年度分の収入率は、前年度の収入率 81.46％と比較して 0.44 ポイント減少

し、81.02％となっている。未収金は 296,793,780 円となっているが、これは主

に、水道料金と併せて徴収された下水道使用料を水道事業会計から公共下水道事

業会計に振り替えるため、入金までに時間差が生じるためである。過年度分の収

入率は、前年度の累計 97.23％と比較して 0.39 ポイント増加し、累計 97.62％と

なっている。収入未済額は、前年度の 7,182,671 円と比較して 1,481,904 円減少

し、5,700,767 円となっている。 

不納欠損額は、前年度の 1,373,266 円と比較して 145,529 円増加し、

1,518,795 円となっている。不納欠損額の内訳は、市外転出者が 1,330,372 円、

住所未登録者の無断転出が 141,043 円、破産及び相続放棄による回収不能が

47,380 円となっている。 

下水道使用料については、水道料金とは違い、給水停止等はないが、下水道

使用料のみの未納者に対しては、催告書の送付や納税課債権管理係と協力し、徴

収強化を図っている。 

 

オ 受益者負担金の収入状況 

賦課額 調定収入額 収入未済額 不納欠損額 収入率

3年度 29,431,600 29,300,420 131,180 0 99.55

4年度 25,843,730 25,764,130 79,600 0 99.69

対前年度 △ 3,587,870 △ 3,536,290 △ 51,580 0 0.14

3年度 2,542,650 896,250 1,646,400 298,900 35.25

4年度 1,287,080 474,580 812,500 191,600 36.87

対前年度 △ 1,255,570 △ 421,670 △ 833,900 △ 107,300 1.62

3年度 31,974,250 30,196,670 1,777,580 298,900 94.44

4年度 27,130,810 26,238,710 892,100 191,600 96.71

対前年度 △ 4,843,440 △ 3,957,960 △ 885,480 △ 107,300 2.27

合　計

(単位：円、％)

項　　目

現年度分

滞納繰越分

 

現年度分の収入率は、99.69％となり、前年度と比較して 0.14 ポイント増加

している。滞納繰越分の収入率は、36.87％となり、1.62 ポイント増加している。

現年度分、滞納繰越分を合わせた収入未済額は、前年度と比較して 885,480 円減

少し、892,100 円となっている。また、不納欠損額は前年度と比較して 107,300

円減少し、191,600 円となっている。 

なお、令和 4 年度は、新規での納税課債権管理係への移管は行っていないが、

移管中だった 1 件 331,800 円が完納したことに伴い、返還されている。 
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カ 支払利息について 

支払利息の支出額は、前年度と比較して 28,730,906 円（14.56％）減少し、

168,647,158 円となっている。 

 

キ まとめ 

本年度の経営成績は、当年度純損益が前年度と比較して 88,045,999 円減少し、

413,516,161 円の純利益となっている。この要因は、主に耐用年数を迎えた固定

資産が多く生じたことで、長期前受金戻入が減少したことにより、下水道事業収

益が減少したためである。 

また、経営活動の成果を示す指標である総収支比率及び経常収支比率は、前

年度と同様に、共に 100％を超えていた。 

今後においては、本年度の経営成績を踏まえ、経営の安定及び効率化に努め

ていただきたい。 

 

  財政状態について 

本年度末の財政状態は、別表 5「比較貸借対照表」のとおりである。 

資 産 総 額 は 、 前 年 度 末 と 比 較 し て 539,427,012 円 （ 1.00 ％ ） 減 少 し 、

53,492,355,300 円となっている。資産総額のうち、土地、構築物、機械及び装置

等の有形固定資産は 48,941,047,935 円で、91.49％を占めている。 

負 債 総 額 は 、 前 年 度 末 と 比 較 し て 988,904,419 円 （ 2.19 ％ ） 減 少 し 、

44,231,147,051 円となっている。 

資 本 総 額 は 、 前 年 度 末 と 比 較 し て 449,477,407 円 （ 5.10 ％ ） 増 加 し 、

9,261,208,249 円となっている。 

資産取得の源泉である負債及び資本の中で最も構成比の高いものは、長期前受

金であり、全体の 59.64％を占め、以下、固定負債の企業債が 20.71％、固有資本

金が 13.98％を占めている。 
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ア 財務分析について 

4年度 3年度 増　減

流動資産

流動負債

自己資本

総資本
自 己 資 本 構 成 比 率（％） ×100 76.95 76.44 0.51

74.06 19.38

区　分 算　式

流 動 比 率（％） ×100 93.44

 

注） 自己資本＝資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益 

総資本＝負債＋資本 

 

流動比率及び自己資本構成比率は、高い方が財政状態が健全であることを示す。 

流動比率は、短期流動性を示すもので、短期債務の支払に十分な流動資産があ

るかを表すものだが、本年度は、前年度と比較して 19.38 ポイント増加し、

93.44％となっている。この主な要因は、分子である流動資産が 191,736,844 円

（19.59％）増加したためである。 

自己資本構成比率は、総資本に占める自己資本の割合を表すもので、財務の長

期的な安全性を見るものであるが、本年度は、前年度と比較して 0.51 ポイント

増加し、76.95％となっている。この主な要因は、分母である総資本（負債と資

本の合計）が 539,427,012 円（1.00％）減少したためである。 

これを正味運転資本の残高計算で示すと、次のとおりである。 

 

区　分 令和4年3月31日 当年度増減 令和5年3月31日

流 動 資 産 978,524,299 191,736,844 1,170,261,143

流 動 負 債 235,559,702 20,348,225 255,907,927

正 味 運 転 資 本 742,964,597 － 914,353,216

（単位：円）

 
注） 流動資産及び流動負債の額は、１年以内に償還期限の到来する企業債等及び翌年度以降

の資本的収支において予算計上するものを控除している。 
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イ 補塡財源の状況 

 

前年度末残高 当年度発生額
予定処分での減債

積立金への振替

補填財源
使用可能額

使用額 使用後の残高 利益の処分 翌年度計上額

8,507,700 － － 8,507,700 8,507,700 0 － 5,961,800

－ 73,028,041 － 73,028,041 67,066,241 5,961,800 － －

122,814,560 － － 122,814,560 122,814,560 0 － 494,875,255

－ 2,133,041,086 － 2,133,041,086 1,638,165,831 494,875,255 － －

－ △ 1,240,401,343 － △ 1,240,401,343 △ 1,240,401,343 0 － －

－ 3,912,634 － 3,912,634 3,912,634 0 － －

－ 0 － 0 0 0 － －

－ 0 － 0 0 0 － －

－ 896,552,377 － 896,552,377 401,677,122 494,875,255 － －

611,642,337 － 0 611,642,337 611,642,337 0 413,516,161 413,516,161

0 － － 0 － 0 0 0

0 － － 0 － 0 0 0

611,642,337 － 0 611,642,337 611,642,337 0 413,516,161 413,516,161

0 － 0 0 － 0 0 0

－ 413,516,161 0 413,516,161 － 413,516,161 △ 413,516,161 0

0 413,516,161 0 413,516,161 0 413,516,161 △ 413,516,161 0

611,642,337 413,516,161 0 1,025,158,498 611,642,337 413,516,161 0 413,516,161

0 0 － 0 0 0 － 0

0 0 － 0 0 0 － 0

742,964,597 1,383,096,579 0 2,126,061,176 1,211,707,960 914,353,216 0 914,353,216合　　　計

利益剰余金（①+②）合計

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計　①

未
処
分
利

益
剰
余
金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 純 利 益

計　②

計

積
立
金

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

そ の 他 積 立 金

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 損

減 損 損 失

当 年 度 分 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額

過 年 度 分
損 益 勘 定 留 保 資 金

当
年
度
分
損
益
勘
定

留
保
資
金

減 価 償 却 費

長期前受金戻入益

（単位：円）

区　分

過 年 度 分 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額

 

本年度末での翌年度計上額は、前年度と比較して 171,388,619 円（23.07％）

増加し、914,353,216 円となっている。 

補塡財源の内容を見ると、過年度分損益勘定留保資金が 494,875,255 円で

54.12％、積立金の減債積立金が 413,516,161 円で 45.23％となっている。 

 

ウ まとめ 

公共下水道事業は、安心・安全、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造す

るために必要不可欠なものである。しかし、今後の維持管理や管渠の老朽化に伴

う改築更新等、多額な設備投資が必要となる事業でもあり、人口減少や節水機器
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の普及などにより、下水道事業収益が緩やかに減少していくことが予想されるた

め、経営上、常に意を用いなければならない課題でもある。 

令和 2 年度には社会資本総合整備計画として、「新座市における持続的な快適

環境の実現に向けて」を策定し、その中で従来の「問題が発生した際に修繕を行

う事後保全型の管理」ではなく、下水道資産の継続的な維持管理と改築修繕に対

して方針・目標を持ち、将来的な維持管理コストの削減及び現実性の高い改築更

新計画を策定することを目的とした、新座市汚水管路ストックマネジメント計画

を策定している。 

管渠の老朽化に伴う更新等は、良好な生活環境の維持、また、ライフサイクル

コストの低減化や防災対策のために必要な事業であるため、経営状況、資産状況

等の正確な把握に努めるとともに、中長期的な整備に向けて、企業債の計画的な

借入れに留意するなど、資金計画に配慮されたい。 

 

  附記 

未接続世帯の状況及び解消対策について 

公共下水道処理区域で、下水道が未接続となっている浄化槽使用建築物及び汲取

り槽使用建築物の世帯について、指導を行っている。特に、経済不況の反映及び高

齢化による年金生活者の増加等による切替えへの資金難が未接続となる要因となっ

ている。 

解消対策として、対象家屋への戸別訪問による周知や通知の送付を行っていると

のことであるが、引き続き取組を進めていただきたい。 
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7
,
6
4
3

皆
増

△
 
1
2
.
1
9

7
.
4
5

皆
増

　
　
業
務

費
8
7
,
6
7
8
,
0
1
2

2
.
8
4

8
5
,
6
5
7
,
0
0
0

2
.
5
7

8
8
,
4
1
2
,
0
0
0

2
.
6
1

2
,
0
2
1
,
0
1
2

△
 
2
,
7
5
5
,
0
0
0

皆
増

2
.
3
6

△
 
3
.
1
2

皆
増

　
　
総
係

費
7
1
,
5
4
7
,
9
5
1

2
.
3
1

6
7
,
2
0
7
,
4
8
9

2
.
0
1

6
7
,
4
4
0
,
5
7
6

1
.
9
9

4
,
3
4
0
,
4
6
2

△
 
2
3
3
,
0
8
7

皆
増

6
.
4
6

△
 
0
.
3
5

皆
増

　
　
流
域

下
水

道
維

持
管
理

負
担

金
4
5
9
,
7
8
7
,
3
7
6

1
4
.
8
7

4
7
6
,
6
6
9
,
9
6
5

1
4
.
2
9

4
8
9
,
6
6
1
,
6
7
4

1
4
.
4
6

△
 
1
6
,
8
8
2
,
5
8
9

△
 
1
2
,
9
9
1
,
7
0
9

皆
増

△
 
3
.
5
4

△
 
2
.
6
5

皆
増

　
　
減
価

償
却

費
2
,
1
3
3
,
0
4
1
,
0
8
6

6
8
.
9
8

2
,
3
1
5
,
1
1
9
,
2
9
9

6
9
.
3
8

2
,
2
9
4
,
3
9
2
,
6
8
4

6
7
.
7
5

△
 
1
8
2
,
0
7
8
,
2
1
3

2
0
,
7
2
6
,
6
1
5

皆
増

△
 
7
.
8
6

0
.
9
0

皆
増

　
　
資
産

減
耗

費
3
,
9
1
2
,
6
3
4

0
.
1
3

4
0
,
2
2
2
,
9
2
1

1
.
2
1

8
,
0
1
9
,
9
5
4

0
.
2
4

△
 
3
6
,
3
1
0
,
2
8
7

3
2
,
2
0
2
,
9
6
7

皆
増

△
 
9
0
.
2
7

4
0
1
.
5
4

皆
増

　
営
業
外

費
用

　
…

⑤
1
7
9
,
8
2
2
,
4
1
1

5
.
8
2

2
0
9
,
6
3
9
,
4
5
5

6
.
2
8

2
5
6
,
7
8
0
,
0
3
2

7
.
5
8

△
 
2
9
,
8
1
7
,
0
4
4

△
 
4
7
,
1
4
0
,
5
7
7

皆
増

△
 
1
4
.
2
2

△
 
1
8
.
3
6

皆
増

　
　
支
払

利
息

及
び

企
業
債

取
扱

諸
費

1
6
8
,
6
4
7
,
1
5
8

5
.
4
6

1
9
7
,
3
7
8
,
0
6
4

5
.
9
1

2
2
9
,
3
9
5
,
4
4
6

6
.
7
7

△
 
2
8
,
7
3
0
,
9
0
6

△
 
3
2
,
0
1
7
,
3
8
2

皆
増

△
 
1
4
.
5
6

△
 
1
3
.
9
6

皆
増

　
　
雑
支

出
1
1
,
1
7
5
,
2
5
3

0
.
3
6

1
2
,
2
6
1
,
3
9
1

0
.
3
7

2
7
,
3
8
4
,
5
8
6

0
.
8
1

△
 
1
,
0
8
6
,
1
3
8

△
 
1
5
,
1
2
3
,
1
9
5

皆
増

△
 
8
.
8
6

△
 
5
5
.
2
3

皆
増

　
特
別
損

失
3
5
8
,
4
8
5

0
.
0
1

4
0
2
,
2
9
0

0
.
0
1

4
2
,
3
1
3
,
9
3
4

1
.
2
5

△
 
4
3
,
8
0
5

△
 
4
1
,
9
1
1
,
6
4
4

皆
増

△
 
1
0
.
8
9

△
 
9
9
.
0
5

皆
増

　
　
固
定

資
産

売
却

損
0

－
0

－
2
1
,
9
7
6

0
.
0
0

0
△
 
2
1
,
9
7
6

皆
増

－
皆
減

皆
増

　
　
過
年

度
損

益
修

正
損

3
5
8
,
4
8
5

0
.
0
1

4
0
2
,
2
9
0

0
.
0
1

1
,
9
8
4
,
3
5
8

0
.
0
6

△
 
4
3
,
8
0
5

△
 
1
,
5
8
2
,
0
6
8

皆
増

△
 
1
0
.
8
9

△
 
7
9
.
7
3

皆
増

　
　
そ
の

他
特

別
損

失
0

－
0

－
4
0
,
3
0
7
,
6
0
0

1
.
1
9

0
△
 
4
0
,
3
0
7
,
6
0
0

皆
増

－
皆
減

皆
増

　
営
業
損

益
（

①
－

②
）
　

…
③

△
 
9
0
4
,
8
4
3
,
7
6
0

－
△
 
1
,
0
9
9
,
1
9
9
,
2
8
7

－
△
 
9
8
8
,
7
5
4
,
3
5
1

－
1
9
4
,
3
5
5
,
5
2
7

△
 
1
1
0
,
4
4
4
,
9
3
6

皆
増

1
7
.
6
8

△
 
1
1
.
1
7

皆
増

　
経
常
損

益
 
③

＋
（

④
－

⑤
）

4
1
3
,
6
5
3
,
6
0
1

－
5
0
0
,
4
6
9
,
5
4
5

－
7
2
8
,
0
8
3
,
8
6
5

－
△

 
8
6
,
8
1
5
,
9
4
4

△
 
2
2
7
,
6
1
4
,
3
2
0

皆
増

△
 
1
7
.
3
5

△
 
3
1
.
2
6

皆
増

　
当
年
度

純
損

益
 
（

ｱ
）
－

（
ｲ
）

4
1
3
,
5
1
6
,
1
6
1

－
5
0
1
,
5
6
2
,
1
6
0

－
6
8
8
,
9
3
7
,
1
7
7

－
△

 
8
8
,
0
4
5
,
9
9
9

△
 
1
8
7
,
3
7
5
,
0
1
7

皆
増

△
 
1
7
.
5
5

△
 
2
7
.
2
0

皆
増

比
　

　
　

　
　

較
　

　
　

　
　

損
　

　
　

　
　

益
　

　
　

　
　

計
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

書

　
（
単
位

：
円

、
％

）

区
　

　
　
　

　
　

　
　

　
分

4
 
 
年
 
 
度

3
 
 
年
 
 
度

2
 
 
年
 
 
度

比
　

　
　

　
　

較
　
　

　
　

　
増

　
　
　

　
　

減

金
 
 
 
 
 
 
額

増
 
 
減
 
 
率
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金
 
 
 
額

構
成
比

金
 
 
 
額

構
成
比

金
 
 
 
額

構
成
比

4
年
度

3
年

度
2
年
度

4
年
度

3
年

度
2
年

度

1
,
4
2
1
,
8
9
1
,
2
8
6

4
0
.
5
6

1
,
4
5
0
,
0
5
7
,
0
1
8

3
7
.
7
8

1
,
4
5
1
,
3
5
6
,
9
4
6

3
5
.
6
1

△
 
2
8
,
1
6
5
,
7
3
2

△
 
1
,
2
9
9
,
9
2
8

皆
増

△
 
1
.
9
4

△
 
0
.
0
9

皆
増

汚
水

一
般

会
計

負
担

金
2
4
,
1
7
7
,
8
5
5

0
.
6
9

1
9
,
9
9
3
,
3
2
4

0
.
5
2

3
2
,
1
7
2
,
3
3
9

0
.
7
9

4
,
1
8
4
,
5
3
1

△
 
1
2
,
1
7
9
,
0
1
5

皆
増

2
0
.
9
3
△
 
3
7
.
8
6

皆
増

雨
水

処
理

負
担

金
5
6
0
,
5
0
2
,
4
1
2

1
5
.
9
9

5
5
7
,
1
6
2
,
4
5
4

1
4
.
5
1

6
1
2
,
0
8
0
,
1
5
9

1
5
.
0
2

3
,
3
3
9
,
9
5
8

△
 
5
4
,
9
1
7
,
7
0
5

皆
増

0
.
6
0

△
 
8
.
9
7

皆
増

計
5
8
4
,
6
8
0
,
2
6
7

1
6
.
6
8

5
7
7
,
1
5
5
,
7
7
8

1
5
.
0
3

6
4
4
,
2
5
2
,
4
9
8

1
5
.
8
1

7
,
5
2
4
,
4
8
9

△
 
6
7
,
0
9
6
,
7
2
0

皆
増

1
.
3
0
△
 
1
0
.
4
1

皆
増

5
2
5
,
0
0
0

0
.
0
1

2
6
5
,
0
0
0

0
.
0
1

2
,
9
0
0
,
0
0
0

0
.
0
7

2
6
0
,
0
0
0

△
 
2
,
6
3
5
,
0
0
0

皆
増

9
8
.
1
1
△
 
9
0
.
8
6

皆
増

2
,
0
0
7
,
0
9
6
,
5
5
3

5
7
.
2
5

2
,
0
2
7
,
4
7
7
,
7
9
6

5
2
.
8
2

2
,
0
9
8
,
5
0
9
,
4
4
4

5
1
.
4
9

△
 
2
0
,
3
8
1
,
2
4
3

△
 
7
1
,
0
3
1
,
6
4
8

皆
増

△
 
1
.
0
1

△
 
3
.
3
8

皆
増

1
0
,
0
1
3

0
.
0
0

8
,
6
3
9

0
.
0
0

6
,
1
3
1

0
.
0
0

1
,
3
7
4

2
,
5
0
8

皆
増

1
5
.
9
0

4
0
.
9
1

皆
増

7
,
3
5
6
,
3
2
0

0
.
2
1

8
,
2
9
1
,
0
9
6

0
.
2
2

9
,
2
6
5
,
3
2
8

0
.
2
3

△
 
9
3
4
,
7
7
6

△
 
9
7
4
,
2
3
2

皆
増

△
 
1
1
.
2
7
△
 
1
0
.
5
1

皆
増

2
5
0
,
3
5
6
,
0
0
0

7
.
1
4

3
1
9
,
7
4
4
,
0
0
0

8
.
3
3

5
1
8
,
0
5
6
,
0
0
0

1
2
.
7
1

△
 
6
9
,
3
8
8
,
0
0
0

△
 1

98
,3

12
,0

00
皆
増

△
 
2
1
.
7
0
△
 
3
8
.
2
8

皆
増

1
,
2
4
0
,
4
0
1
,
3
4
3

3
5
.
3
8

1
,
4
8
1
,
0
8
0
,
6
4
4

3
8
.
5
9

1
,
4
3
3
,
5
9
9
,
5
1
7

3
5
.
1
8

△
 2

40
,6

79
,3

01
4
7
,
4
8
1
,
1
2
7

皆
増

△
 
1
6
.
2
5

3
.
3
1

皆
増

行
政

財
産

使
用

料
5
,
7
0
0

0
.
0
0

5
,
7
0
0

0
.
0
0

5
,
7
0
0

0
.
0
0

0
0

皆
増

－
－

皆
増

消
費

税
還

付
加

算
金

2
0
,
5
0
0

0
.
0
0

－
－

－
－

2
0
,
5
0
0

－
－

皆
増

－
－

そ
の

他
雑

収
益

1
6
9
,
8
9
6

0
.
0
1

1
7
8
,
2
0
8

0
.
0
0

1
2
,
6
8
5
,
5
7
2

0
.
3
1

△
 
8
,
3
1
2

△
 
1
2
,
5
0
7
,
3
6
4

皆
増

△
 
4
.
6
6
△
 
9
8
.
6
0

皆
増

計
1
9
6
,
0
9
6

0
.
0
1

1
8
3
,
9
0
8

0
.
0
0

1
2
,
6
9
1
,
2
7
2

0
.
3
1

1
2
,
1
8
8

△
 
1
2
,
5
0
7
,
3
6
4

皆
増

6
.
6
3
△
 
9
8
.
5
5

皆
増

1
,
4
9
8
,
3
1
9
,
7
7
2

4
2
.
7
4

1
,
8
0
9
,
3
0
8
,
2
8
7

4
7
.
1
4

1
,
9
7
3
,
6
1
8
,
2
4
8

4
8
.
4
3

△
 3

10
,9

88
,5

15
△

 1
64

,3
09

,9
61

皆
増

△
 
1
7
.
1
9

△
 
8
.
3
3

皆
増

2
2
1
,
0
4
5

0
.
0
1

1
,
4
9
4
,
9
0
5

0
.
0
4

3
,
1
6
7
,
2
4
6

0
.
0
8

△
 
1
,
2
7
3
,
8
6
0

△
 
1
,
6
7
2
,
3
4
1

皆
増

△
 
8
5
.
2
1
△
 
5
2
.
8
0

皆
増

2
2
1
,
0
4
5

0
.
0
1

1
,
4
9
4
,
9
0
5

0
.
0
4

3
,
1
6
7
,
2
4
6

0
.
0
8

△
 
1
,
2
7
3
,
8
6
0

△
 
1
,
6
7
2
,
3
4
1

皆
増

△
 
8
5
.
2
1
△
 
5
2
.
8
0

皆
増

3
,
5
0
5
,
6
3
7
,
3
7
0

1
0
0
.
0
0

3
,
8
3
8
,
2
8
0
,
9
8
8

1
0
0
.
0
0

4
,
0
7
5
,
2
9
4
,
9
3
8

1
0
0
.
0
0

△
 3

32
,6

43
,6

18
△

 2
37

,0
13

,9
50

皆
増

△
 
8
.
6
7

△
 
5
.
8
2

皆
増

別
 
表

 
２

主
　

　
　

要
　

　
　

収
　

　
　

益
　

　
　

分
　

　
　

析
　

　
　

表

（
単

位
：
円

、
％

）

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

4
　

年
　
度

3
　

年
　

度
2
　

年
　

度
比
　

　
　
較

　
　

　
増

　
　
　

減

金
　
　

　
　

額
増
　
減

　
率

 

営 業 収 益

下
水

道
使

用
料

他 会 計 負 担 金 そ
の

他
営

業
収

益

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

雑 収 益

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

特 別 利 益

過
年

度
損

益
修

正
益

小
 
 
 
 
 
 
 
 
計

合
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計

営 業 外 収 益

受
取

利
息

及
び

配
当

金

他
会

計
負

担
金

他
会

計
補

助
金

長
期

前
受

金
戻

入
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 別
　
表
　
３

増
減

率
（

％
）

△
 0

.0
8

△
 0

.0
4

0.
09 －

1.
58

0.
02 －

△
 2

.8
8

△
 2

.8
8

△
 2

.2
6

△
 2

.2
6 －

0.
33

1.
16

△
 0

.8
3

0.
56

  
  

 経
費

回
収

率
％

10
0.

84
10

1.
68

△
 0

.8
4

  
  

 下
水

道
管

布
設
延

長
ｍ

74
0,

23
9.

63
73

6,
14

2.
53

4,
09

7.
10

  
  

 使
用

料
単

価
（
1㎥

当
た

り
）

円
89

.3
5

89
.0

6
0.

29

  
  

 汚
水

処
理

原
価
（

1㎥
当

た
り

）
円

88
.6

1
87

.5
9

1.
02

  
  

 一
日

平
均

有
収
水

量
㎥

43
,6

00
44

,6
08

△
 1

,0
08

  
  

 有
収

率
％

10
0.

00
99

.3
7

0.
63

  
  

 一
日

平
均

処
理
水

量
㎥

43
,6

00
44

,8
92

△
 1

,2
92

  
  

 年
間

有
収

水
量

㎥
15

,9
14

,1
69

16
,2

81
,7

49
△

 3
67

,5
80

  
  

 水
洗

化
率

％
98

.6
98

.5
0.

1

  
  

 年
間

処
理

水
量

㎥
15

,9
14

,1
69

16
,3

85
,5

30
△

 4
71

,3
61

  
  

 接
続

戸
数

戸
75

,4
37

74
,2

60
1,

17
7

  
  

 水
洗

化
人

口
人

15
8,

92
3

15
8,

89
7

26

  
  

 処
理

区
域

面
積

ha
1,

49
7.

7
1,

49
6.

4
1.

3

  
  

 普
及

率
％

97
.3

97
.3

0.
0

  
  

 行
政

区
域

内
人
口

人
16

5,
61

1
16

5,
74

1
△

 1
30

  
  

 処
理

区
域

内
人
口

人
16

1,
18

4
16

1,
25

0
△

 6
6

業
  

  
 務

  
  

 実
  

  
 績

  
  

 比
  

  
 較

  
  

 表

区
  

  
  

  
  

分
単
  

位
4 

 年
  

度
3 

 年
  

度
増
　

　
減
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 別
　

表
　

４

１
　

現
年

度
分

の
状

況

4
44

6,
34

5
1,

56
4,

08
0,

40
8

81
.0

2

２
　

下
水

道
使

用
料

の
過

年
度

分
収

入
未

済
額

等
の

推
移

（
単

位
：

件
、

円
）

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

件
　

数
金

　
額

5以
上

2
3,

19
6

16
58

,8
59

1
7,

10
5

4
69

1
1,

29
9,

49
7

81
2

1,
75

3,
37

5
89

4
1,

63
9,

36
7

3
70

9
1,

38
4,

33
4

75
1

1,
67

8,
74

1
96

2
1,

94
8,

39
0

2
79

6
1,

53
9,

85
6

76
1

1,
72

3,
75

4
85

3
1,

63
3,

03
2

1
76

2
1,

47
3,

88
4

88
7

1,
96

7,
94

2
91

1
1,

77
4,

18
9

計
2,

96
0

5,
70

0,
76

7
3,

22
7

7,
18

2,
67

1
3,

62
1

7,
00

2,
08

3

３
　

下
水

道
使

用
料

の
過

年
度

分
累

計
調

定
額

に
対

す
る

収
入

率
の

推
移

件
　

数
金

　
額

収
入

率
件

　
数

金
　

額
収

入
率

件
　

数
金

　
額

収
入

率

5
42

2,
53

9
1,

54
2,

35
3,

31
2

99
.9

0
41

6,
56

5
1,

53
4,

44
4,

74
3

99
.9

1
41

0,
63

3
1,

53
9,

80
4,

60
4

99
.9

0

4
42

8,
05

7
1,

54
6,

92
9,

12
4

99
.9

2
42

2,
53

9
1,

54
2,

35
0,

11
3

99
.8

9
41

6,
54

0
1,

53
4,

33
0,

92
8

99
.8

9

3
43

3,
76

3
1,

54
0,

53
4,

24
1

99
.9

1
42

8,
05

8
1,

54
6,

92
1,

94
9

99
.8

9
42

2,
48

9
1,

54
2,

18
3,

61
5

99
.8

7

2
43

8,
96

7
1,

59
6,

54
8,

47
1

99
.9

0
43

3,
75

0
1,

54
0,

50
1,

18
5

99
.8

9
42

7,
98

5
1,

54
6,

55
0,

58
1

99
.8

9

1
44

3,
54

1
1,

59
4,

75
4,

67
4

99
.9

1
43

8,
95

2
1,

59
6,

52
6,

10
6

99
.8

8
43

3,
68

0
1,

54
0,

09
9,

86
6

99
.8

8

計
2,

16
6,

86
7

7,
82

1,
11

9,
82

2
99

.9
1

2,
13

9,
86

4
7,

76
0,

74
4,

09
6

99
.8

9
2,

11
1,

32
7

7,
70

2,
96

9,
59

4
99

.8
9

 （
単

位
：

件
、

円
、

％
）

経
年

4 
年

 度
3 

年
 度

2 
年

 度

下
　

水
　

道
　

使
　

用
　

料
　

の
  

収
  

入
  

状
  

況

（
単

位
：

件
、

円
、

％
）

年
度

件
　

数
調

定
金

額
収

入
率

経
年

4 
年

 度
3 

年
 度

2 
年

 度
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 別
 表

 ５

資
産

の
部

金
　
　

額
構

成
比

金
　
　

額
構

成
比

金
　

　
額

構
成

比
4 

年
 度

3 
年
 度

2 
年

 度
4年

度
3年

度
2年

度

１
　

固
定

資
産
合

計
52

,3
22

,0
94

,1
57

97
.8

1
53

,0
53

,2
58

,0
13

98
.1

9
54

,3
00

,5
25

,5
92

98
.5

2
△
 7

31
,1

63
,8

56
△

 1
,2

47
,2

67
,5

79
皆

増
△
 1

.3
8

△
 2

.3
0

皆
増

 
  

有
形
固

定
資
産

合
計

48
,9

41
,0

47
,9

35
91

.4
9

49
,7

11
,1

70
,5

54
92

.0
0

50
,9

67
,0

84
,8

05
92

.4
7

△
 7

70
,1

22
,6

19
△

 1
,2

55
,9

14
,2

51
皆

増
△
 1

.5
5

△
 2

.4
6

皆
増

 土
地

37
,4

48
,7

44
0.

07
37

,4
48

,7
42

0.
07

37
,4

48
,7

42
0.

07
2

0
皆

増
0.

00
－

皆
増

 構
築
物

48
,6

13
,5

17
,9

16
90

.8
8

49
,6

46
,0

49
,2

32
91

.8
8

50
,5

78
,0

75
,4

87
91

.7
6

△
 1

,0
32

,5
31

,3
16

△
 9

32
,0

26
,2

55
皆

増
△
 2

.0
8

△
 1

.8
4

皆
増

 機
械
及
び

装
置

36
,7

92
,0

47
0.

07
26

,3
66

,6
48

0.
05

26
,4

75
,7

45
0.

05
10

,4
25

,3
99

△
 1

09
,0

97
皆

増
39

.5
4

△
 0

.4
1

皆
増

 車
両
及
び

運
搬

具
91

2,
33

1
0.

00
1,

30
5,

93
2

0.
00

81
8,

61
6

0.
00

△
 3

93
,6

01
48

7,
31

6
皆

増
△

 3
0.

14
59

.5
3

皆
増

 工
具
、
器

具
及

び
備
品

41
2,

20
0

0.
00

－
－

－
－

41
2,

20
0

－
－

皆
増

－
－

 建
設
仮
勘

定
25

1,
96

4,
69

7
0.

47
0

－
32

4,
26

6,
21

5
0.

59
25

1,
96

4,
69

7
△
 3

24
,2

66
,2

15
皆

増
皆
増

皆
減

皆
増

 
　
無

形
固

定
資
産

合
計

3,
38

0,
42

9,
20

2
6.

32
3,

34
1,

27
8,

43
9

6.
19

3,
33

2,
47

7,
27

7
6.

05
39

,1
50

,7
63

8,
80

1,
16

2
皆

増
1.

17
0.

26
皆
増

 施
設
利
用

権
3,

26
8,

91
2,

29
2

6.
11

3,
20

9,
75

8,
41

7
5.

94
3,

18
0,

95
4,

14
3

5.
77

59
,1

53
,8

75
28

,8
04

,2
74

皆
増

1.
84

0.
91

皆
増

 そ
の
他
無

形
固

定
資
産

11
1,

51
6,

91
0

0.
21

13
1,

52
0,

02
2

0.
25

15
1,

52
3,

13
4

0.
28

△
 2

0,
00

3,
11

2
△
 2

0,
00

3,
11

2
皆

増
△

 1
5.

21
△

 1
3.

20
皆
増

 
　
投

資
そ

の
他
資

産
合

計
61

7,
02

0
0.

00
80

9,
02

0
0.

00
96

3,
51

0
0.

00
△

 1
92

,0
00

△
 1

54
,4

90
皆

増
△

 2
3.

73
△

 1
6.

03
皆
増

２
　

流
動

資
産
合

計
1,

17
0,

26
1,

14
3

2.
19

97
8,

52
4,

29
9

1.
81

81
8,

11
0,

96
8

1.
48

19
1,

73
6,

84
4

16
0,

41
3,

33
1

皆
増

19
.5

9
19

.6
1

皆
増

 現
金

預
金

86
2,

65
5,

43
9

1.
61

66
8,

29
7,

08
3

1.
24

51
2,

10
3,

19
4

0.
93

19
4,

35
8,

35
6

15
6,

19
3,

88
9

皆
増

29
.0

8
30

.5
0

皆
増

 未
収

金
30

7,
40

5,
70

4
0.

58
31

0,
02

7,
21

6
0.

57
30

5,
80

7,
77

4
0.

55
△
 2

,6
21

,5
12

4,
21

9,
44

2
皆

増
△
 0

.8
5

1.
38

皆
増

 そ
の

他
流
動

資
産

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

0
0

皆
増

－
－

皆
増

資
　
産

　
合
　

計
53

,4
92

,3
55

,3
00

10
0.

00
54

,0
31

,7
82

,3
12

10
0.

00
55

,1
18

,6
36

,5
60

10
0.

00
△
 5

39
,4

27
,0

12
△

 1
,0

86
,8

54
,2

48
皆

増
△
 1

.0
0

△
 1

.9
7

皆
増

比
　
　

　
　

　
　

較
　

　
　

　
　

　
貸
　

　
　

　
　

　
借

　
　

　
　

　
　
対

　
　

　
　

　
　

照
　

　
　

　
　
　

表

（
単
位

：
円

、
％
）

区
　
　

　
　

分
4 

年
 度

3 
年
 度

2 
年

 度
比

　
　
　

　
　

較
　
　

　
　

　
増
　

　
　

　
　
減

金
  

  
  

  
  

  
額

増
  

  
 減

  
  

 率
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 負
債
・

資
本

の
部

金
　
　

額
構
成

比
金
　

　
額

構
成
比

金
　
　

額
構
成

比
4年

度
3年

度
2年

度
4年

度
3年

度
2年

度

３
　

固
定
負

債
合

計
11

,0
79

,3
59

,6
22

20
.7

1
11

,4
06

,8
68

,6
92

21
.1

1
11

,9
19

,8
26

,9
20

21
.6

2
△

 3
27

,5
09

,0
70

△
 5

12
,9

58
,2

28
皆

増
△

 2
.8

7
△

 4
.3

0
皆

増

企
業

債
11

,0
79

,3
59

,6
22

20
.7

1
11

,4
06

,8
68

,6
92

21
.1

1
11

,9
19

,8
26

,9
20

21
.6

2
△

 3
27

,5
09

,0
70

△
 5

12
,9

58
,2

28
皆

増
△

 2
.8

7
△

 4
.3

0
皆

増

４
　

流
動
負

債
合

計
1,

25
2,

41
6,

99
7

2.
34

1,
32

1,
31

7,
93

0
2.

45
1,

40
3,

32
3,

37
9

2.
55

△
 6

8,
90

0,
93

3
△
 8

2,
00

5,
44

9
皆

増
△

 5
.2

1
△

 5
.8

4
皆

増

企
業

債
99

6,
50

9,
07

0
1.

86
1,

08
5,

75
8,

22
8

2.
01

1,
13

3,
28

1,
86

8
2.

06
△

 8
9,

24
9,

15
8

△
 4

7,
52

3,
64

0
皆

増
△

 8
.2

2
△

 4
.1

9
皆

増

未
払

金
24

8,
36

5,
92

7
0.

47
22

7,
58

7,
70

2
0.

42
26

1,
99

3,
51

1
0.

48
20

,7
78

,2
25

△
 3

4,
40

5,
80

9
皆

増
9.

13
△

 1
3.

13
皆

増

引
当

金
7,

34
2,

00
0

0.
01

7,
77

2,
00

0
0.

02
7,

84
8,

00
0

0.
01

△
 4

30
,0

00
△

 7
6,

00
0

皆
増

△
 5

.5
3

△
 0

.9
7

皆
増

そ
の

他
流

動
負
債

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

20
0,

00
0

0.
00

0
0

皆
増

－
－

皆
増

５
　

繰
延
収

益
31

,8
99

,3
70

,4
32

59
.6

4
32

,4
91

,8
64

,8
48

60
.1

3
33

,5
32

,3
20

,5
79

60
.8

4
△

 5
92

,4
94

,4
16

△
 1

,0
40

,4
55

,7
31

皆
増

△
 1

.8
2

△
 3

.1
0

皆
増

長
期

前
受

金
31

,8
99

,3
70

,4
32

59
.6

4
32

,4
91

,8
64

,8
48

60
.1

3
33

,5
32

,3
20

,5
79

60
.8

4
△

 5
92

,4
94

,4
16

△
 1

,0
40

,4
55

,7
31

皆
増

△
 1

.8
2

△
 3

.1
0

皆
増

負
　

債
　
合

　
計

44
,2

31
,1

47
,0

51
82

.6
9

45
,2

20
,0

51
,4

70
83

.6
9

46
,8

55
,4

70
,8

78
85

.0
1

△
 9

88
,9

04
,4

19
△

 1
,6

35
,4

19
,4

08
皆

増
△

 2
.1

9
△

 3
.4

9
皆

増

６
　

資
本
金

合
計

7,
85

0,
77

9,
00

7
14

.6
7

7,
58

3,
78

2,
76

3
14

.0
4

7,
53

6,
77

9,
76

3
13

.6
7

26
6,

99
6,

24
4

47
,0

03
,0

00
皆

増
3.

52
0.

62
皆

増

固
有

資
本

金
7,

47
9,

48
1,

76
3

13
.9

8
7,

47
9,

48
1,

76
3

13
.8

4
7,

47
9,

48
1,

76
3

13
.5

7
0

0
皆

増
－

－
皆

増

組
入

資
本

金
23

1,
03

5,
00

0
0.

43
－

－
－

－
23

1,
03

5,
00

0
－

－
皆
増

－
－

繰
入

資
本

金
14

0,
26

2,
24

4
0.

26
10

4,
30

1,
00

0
0.

20
57

,2
98

,0
00

0.
10

35
,9

61
,2

44
47

,0
03

,0
00

皆
増

34
.4

8
82

.0
3

皆
増

７
　

剰
余
金

合
計

1,
41

0,
42

9,
24

2
2.

64
1,

22
7,

94
8,

07
9

2.
27

72
6,

38
5,

91
9

1.
32

18
2,

48
1,

16
3

50
1,

56
2,

16
0

皆
増

14
.8

6
69

.0
5

皆
増

 
　
資

本
剰
余

金
合

計
37

,4
48

,7
44

0.
07

37
,4

48
,7

42
0.

07
37

,4
48

,7
42

0.
07

2
0

皆
増

0.
00

－
皆

増

  
受

贈
財

産
評
価

額
22

,9
84

,0
34

0.
04

22
,9

84
,0

32
0.

04
22

,9
84

,0
32

0.
04

2
0

皆
増

0.
00

－
皆

増

  
他

会
計

補
助
金

14
,4

64
,7

10
0.

03
14

,4
64

,7
10

0.
03

14
,4

64
,7

10
0.

03
0

0
皆

増
－

－
皆

増

 
　
利

益
剰
余

金
1,

37
2,

98
0,

49
8

2.
57

1,
19

0,
49

9,
33

7
2.

20
68

8,
93

7,
17

7
1.

25
18

2,
48

1,
16

1
50

1,
56

2,
16

0
皆

増
15

.3
3

72
.8

0
皆

増

  
当

年
度

未
処
分

利
益

剰
余
金

1,
37

2,
98

0,
49

8
2.

57
1,

19
0,

49
9,

33
7

2.
20

68
8,

93
7,

17
7

1.
25

18
2,

48
1,

16
1

50
1,

56
2,

16
0

皆
増

15
.3

3
72

.8
0

皆
増

資
　

本
　
合

　
計

9,
26

1,
20

8,
24

9
17

.3
1

8,
81

1,
73

0,
84

2
16

.3
1

8,
26

3,
16

5,
68

2
14

.9
9

44
9,

47
7,

40
7

54
8,

56
5,

16
0

皆
増

5.
10

6.
64

皆
増

負
　

債
　

資
　
本

　
合

　
計

53
,4

92
,3

55
,3

00
10

0.
00

54
,0

31
,7

82
,3

12
10

0.
00

55
,1

18
,6

36
,5

60
10

0.
00

△
 5

39
,4

27
,0

12
△

 1
,0

86
,8

54
,2

48
皆

増
△

 1
.0

0
△

 1
.9

7
皆

増

 (
単
位

：
円
、

％
)

区
　
　

　
　

　
分

4 
年
 度

3 
年
 度

2 
年
 度

比
　

　
　

　
　
較

　
　

　
　
　

増
　

　
　
　

　
減

金
　
　
　

　
　

　
額

増
　

　
　

減
　
　

　
率


